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（別添１） 

 

いただいた主要な御意見の概要及び国土交通省の考え方 
 

御意見の概要 御意見に対する考え方 
前文  

・「事業の円滑な実施のため重要」は、事業者か

らの視点の表現であり不適切。「事業者が発見

し得なかった計画条件を見出し、より質の高

い計画を策定すること」が目的 

御意見を踏まえ、構想段階の住民参加手続き

を実施することにより、「事業を円滑に推進して

いく」ことに加え、「より良い計画づくりに資」

するとの姿勢に立つ旨、記載することとしま

す。 

第１ 対象の考え方  

・全ての公共事業及び民間事業を住民参加の対

象とすべき 

・地域住民が住民参加を要求する事業は対象と

する等、住民の要望を考慮して対象を判断す

べき 

・対象事業の判断基準をさらに明確にし、事業

者の恣意的な運用を排除すべき 

・「手続きを活用」を「手続きを基本的に実施」

とすべき 

・住民参加手続きの積極的な「実施に努める」

は「実施しなければならない」とすべき 

・他省庁事業も含めた国の公共事業のガイドラ

インへと発展させるべき 

ガイドラインの対象事業を広くすべきとの趣

旨の御意見をいただいております。本ガイドラ

インは、国土交通省が作成するものであること

から、国土交通省の判断により実施することが

可能な国土交通省所管の直轄事業及び公団事業

を対象としておりますが、対象の中では規模等

により特段の限定を行うことなく、すべての事

業について、ガイドライン第３の手続きを活用

して、住民参加手続きの積極的な実施に努める

こととしております。 

 個々の事業における具体の住民参加手続きの

内容は、事業の特性や事案の性質、地域の実情

等が事業ごとに様々であることから、一律に定

めることとはせず、こうした個別事情に応じ

て、住民参加手続きに関する住民の要望の大き

さも勘案し、事業者が必要かつ十分な内容の手

続きを判断して実施することとしております。 

 このうち、事業の規模等の観点から国民生

活、社会経済又は環境への影響が特に大きい事

業については、これまで社会的な問題ともなっ

てきた例もあることを踏まえ、特に住民参加手

続きが必要であるとの認識にたち、第３ 構想

段階における住民参加手続き（１）～（８）の

一連の手続きを実施することを基本としており

ます。 

・すでに計画又は事業実施の段階の事業につい

ても、住民の反対の強い事業、汚職や談合の

疑惑が発覚した事業等については、住民参加

手続きのやり直すべき 

本ガイドラインの手続きは、構想段階にある

事業を想定しており、すでに計画段階や事業実

施段階にあり関係する法令等の手続き等を実施

している事業については、それぞれの段階に応

じて行うこととされる手続きにより、住民等の

意見等との調整を行うことが基本となります。 

第２ 定義  

（２）住民参加手続き  

・「住民」を狭い範囲に限定しないこと。全国的

にパブリックコメントを募集、または、事業

の影響が及ぶ地域の範囲についても住民参加

「当該事業の影響が及ぶ地域」及び「当該事

業の影響の及ぶ地域住民その他の関係者」の範

囲については、一律の基準を定義できるもので

はなく、事業の特性や事案の性質、地域の実情
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御意見の概要 御意見に対する考え方 
を行って決めるべき 

・「その他の関係者」の定義を明確にすべき（地

域限定をしないとまとまらない） 

・事業の現場住民だけでなく、事業の影響を受

ける全地域の住民を対象とする 

等を勘案して、個別の事業ごとに事業について

説明責任を負う事業者が判断すべきものと考え

ております。その際、「その他の関係者」と表記

していることからも明らかなとおり、対象住民

の範囲を狭く限定する意図はありませんが、い

ただいた御意見は、事業への関係の度合い等も

考慮して、事業者や手続きの円滑化のための組

織において検討されることとなります。 

第３ 構想段階における住民参加手続き  

（１）事業者のよる複数案の作成、公表  

・事業を中止する選択肢を必ず入れるべき 御意見を踏まえ、「事業を行わないこととする

案を含むことが適切な場合は、当該案を含め

る」ことと修正します。 

・住民やＮＰＯからのプランの公募を行い、一

定の技術的要件を満たす場合は、複数案の中

で事業者案と並べて扱うべき。その際、住

民、ＮＰＯに案作成のための技術的財政的支

援を行うこととすべき 

 御意見を踏まえつつ、住民やＮＰＯからの事

業に関する提案は、事業者が示す関係情報を踏

まえて行う方が提案者による案の作成に資する

ものと考えられることから、第３（２）におい

て、「住民の意見及び提案の把握」と修正しま

す。 

・案の作成に当たっては、関係都道府県、市町

村にも費用負担を求めるべき 

 本ガイドライン第３（８）で、「事業者は、構

想段階における住民参加手続きの立案及び実施

について関係地方公共団体と連携して行う」こ

ととしており、複数案の作成も含めた本手続き

の実施に当たっては、事業者と関係地方公共団

体が連携して、費用負担面も含め役割を分担し

ながら行っていくこととなります。 

・案には、自然再生事業等の環境保全の案や、

既存施設を有効活用する案を含むこととする

べき 

 事業者は、環境をより重視する案や既存施設

をより有効活用する案を示すことが適切と判断

する場合には、これらの案を示すこととなりま

す。また、（４）に示すとおり、各案について、

事業費、国民生活や環境、社会経済への影響、

メリット・デメリット等の情報を公開・提供す

ることとしております。 

（２）事業者による住民等の意見の把握のため

の措置 

 

・まちづくりについて住民間の相互理解を深め

るための「意見交換会」や、事業について住

民が正しい基礎知識や現状認識を得るための

「勉強会」を設けるとともに、住民の行う独

自の調査、アセスメントの支援を行うべき 

・参加制限なく、参加者が自由な発言を行うこ

とのできるワークショップを開催すべき 

・公報による周知、電子メールや電話による意

見提出などできるだけ様々なツールを用い

て、案の周知や意見聴取を行うべき 

事業者による住民等の意見の把握のための措

置は、住民等が複数案を十分に比較検討して、

判断することができるよう行うものであり、ガ

イドラインで例示している説明会や公聴会の開

催、意見書の受付けを典型例としていますが、

ワークショップ等住民等相互間の意見交換、住

民が基礎知識や現状認識を得るための勉強会、

又は住民等の要請も踏まえ事業者が行う調査と

その結果の公表等も、その他の周知方法の一つ

として、必要に応じ、事業者が行うことができ

るものです。また、公報や電子メールなどを含

め、住民の視点からアクセスが容易なツールを

活用していきたいと考えております。 
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御意見の概要 御意見に対する考え方 
（３）手続きの円滑化のための組織の設置  

・協議会や第三者機関（以下「協議会等」）は、

「必要に応じ」でなく、「必ず設置」すること

とすべき 

・協議会等の設置目的、必要性、人選方法を決

定する際にも住民に意見を求めるべき 

・住民等の発意、提案によっても協議会等を設

置できることとすべき 

・協議会等の組織の人選、運営においては、事

業者からの独立性を確保するとともに、任命

理由の公表など透明性を確保すべき 

 協議会は、事業者が、自ら住民等の意見の把

握手続きを行うよりも、関係者の間で直接に意

見の集約・調整を図る方がより円滑な住民参加

手続きを図ることができると判断する場合等に

設置し、当該集約・調整を推進するもの、ま

た、第三者機関は、事業者が、客観的な第三者

を介した方が円滑な住民参加手続きを図ること

ができると判断する場合等に設置し、中立性、

公正性を向上させるもので、いずれも事業者の

意向からの独立性をもって活動する組織を想定

しています。なお、協議会等を設置しなくとも

住民との調整を図ることのできる場合、また

は、中立性、公正性を確保できる場合等、事業

のスピードアップやコスト縮減の観点も踏ま

え、あえて協議会等を設置する意義がない場合

もあると考えております。 

 設置は、事業の特性や事案の性質にかんがみ

て行われますが、この場合には、地域住民の意

向を含む地域の実情も考慮されるべきであるこ

とから、御意見も踏まえ、「地域の実情」もかん

がみて、設置を行うことと修正いたします。 

 また、協議会等の開催する会議の会議資料を

原則として公開することとしておりますが、会

議の資料では、組織の設置趣旨や、委員の専門

分野や所属等を明らかにする等、組織の設置や

人選について透明性を確保していきたいと考え

ております。 

・協議会等の委員は広く一般から公募するとと

もに住民・ＮＰＯの推薦する専門家を入れる

べき（建設業関係者、建設業者から献金を受

けている政治家、建設業者から研究費を受け

ている学者を選任しないこと） 

・学識経験者等からなる第三者機関について

は、中立性を信用できないので、設置せず、

協議会だけでよい。 

 委員については、協議会の場合は広く様々な

利害関係者の意見が代表されるよう、また、第

三者機関の場合は中立性、公正性や地域の実情

等に配慮して、幅広い分野からバランスよく人

選される必要があることから、事業に責任を負

う事業者が、事業の特性や事案の性質を勘案し

て、総合的な観点から、住民やＮＰＯ等からの

人選の可能性も含め、適切な人材を人選、任命

することとしています。ガイドラインは、公募

による人選の手続きを否定するものではありま

せんが、公募による場合でも、上記のような広

く様々な意見の反映、中立性、公正性、バラン

ス等の趣旨を確保することが必要であると考え

ています。 

・第三者機関が客観的に内容を作成し実施する

アンケートを実施すべき 

・協議会等に一の案への判断権限（事業の中止

決定権限を含む）を与えるべき。 

・一定数の住民の要求がある場合には、協議会

等が第３の手続きを行うこととすべき 

 協議会や第三者機関は、住民参加手続きを円

滑に実施するために与えられた所掌事務の中に

おいて適切な事務を行うものであり、例えば、

第三者機関が住民等の意見を把握するため、ア

ンケートの作成及び実施を行う、又は、事業者

が一の案を判断するに当たっての助言等を行う

ことが考えられます。また、こうした助言等に

ついて、第三者機関が複数の意見を併記するか
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御意見の概要 御意見に対する考え方 
・第三者機関のとりまとめは、強引に一つにま

とめず、対立意見を併記する等工夫するべき 

どうかは、事業の特性等に応じて、第三者機関

が判断することとなります。一の案への判断に

ついては、事業に対して最終的に責任を負うの

が事業者であることから、事業者が行うことと

なりますが、当該判断に際しては、第三者機関

の助言等を最大限尊重して行うこととなりま

す。 

・決定過程・内容を審査し、情報を公開する第

三者機関を設置すべき 

 本ガイドラインの第三者機関は、情報公開の

内容も含む事業者が実施しようとする住民参加

手続きの内容や、事業者が複数の案の検討を行

うに当たっての方針等について、どのように行

うことが適切か等を客観的な立場から助言する

ものであり、一の案への決定過程やその内容の

適切さを確保しようとすることを目的とする組

織です。 

・協議会等について、会議資料及び議事録の公

開だけでなく、会議自体を公開すべき 

・会議資料や議事録を容易に入手し、分かりや

すく提示すること 

 本ガイドラインは、会議の公開を否定するも

のではありませんが、事案の性質等によって

は、委員の自由闊達な意見交換を確保するた

め、協議会等の判断により公開しない場合もあ

ると考えています。ただし、その場合も、原則

として議事録を公開する等、透明性を確保する

よう協議会等に配慮いただきたいと考えており

ます。また、会議資料や議事録を公開する場合

は、インターネットによる公開等、住民等が容

易に入手し、分かりやすく提示するように努め

ることとします。 

（４）住民等の意思形成に際しての配慮  

・合意形成に関するあらゆる情報を公開すべき 

・提供すべき情報を具体的に例示すべき（事業

スケジュール、設計図、価格、価格決定根

拠、先行事例、類似事例、事業対象地の情

報、説明会やアンケートの結果、陳情書等） 

・事業の案のメリット・デメリットを分かりや

すく公開すべき 

・説明会、公聴会の開催予定の周知時期、パブ

リックコメントの募集期間に標準的な時間を

設置すべき（開催時期の周知は最低３週間

前、パブリックコメントは最低１ヶ月間） 

・住民の意思形成に際し、同調圧力が働かない

よう、また、情報が誤って伝えられないよう

に配慮すべき 

・住民の視点に立った手続きが必要 

 事業者が提供する情報については、十分に、

かつ分かりやすく提供するとともに、説明会等

のスケジュールはできる限り余裕を持たせ、住

民の十分な意思形成を図るべきとの意見をいた

だいております。情報の質については、事業者

は、複数の案の各々について、当該案を提示し

た背景及び理由、事業費などの案の内容、国民

生活や環境、社会経済への影響、メリット・デ

メリット等住民等が複数の案を比較検討し、判

断する上で必要かつ十分な情報を積極的に公

開、提供することとしており、住民が活用しや

すい情報を提供するよう努めることとしていま

す。また、スケジュールについては、説明会又

は公聴会に関して、十分に住民等への周知を図

るよう時間的余裕をもってその開催の予定を公

表することとするとともに、事業に対する住民

等の意思形成に十分な期間を確保するよう配慮

することとしているなど、住民のことを考えた

スケジュール設定にも努めることとしていま

す。 
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御意見の概要 御意見に対する考え方 
（５）手続きに要する時間目標の設定等  

・時間目標の設定は、住民参加手続きの打ち切

りが念頭に置かれているよう。一定期間に住

民合意の得られない事業は行わない観点から

期間を定めるべき 

・時間目標は必ず設定すべき 

 手続きに要する時間目標の設定は、本ガイド

ラインの手続きを円滑に実施するため重要と考

えておりますが、他方、事業者が手続きを強引

に終了させるための方途とならないよう、事業

者でなく、協議会等の判断により設定すること

としています。設定する場合においても、住民

等の意見の集約及び把握に必要十分な時間を確

保することを念頭に置くこととしており、住民

等の理解の下に手続きの円滑な実施を図ること

としています。 

（６）国民への広範な情報提供等  

・国民への情報提供は、地域住民への情報提供

と同様に行われるべき 

 事業の特性に応じ、広く国民に情報を提供

し、意見の把握に努めることが適当である事業

については、インターネット等による情報の公

開、意見の募集を行う等、遠隔地への情報提供

の手法として事業者が適切と認める方法によ

り、意見の把握に努めるものとしています。 

（７）事業者による計画案の決定、計画案決定

過程の公表 

 

・最終決定に、住民投票など住民の意見を直接

反映させるようにすべき 

・すべての段階に住民の責任と権限があるべき 

・把握された意見がどのようにして計画に反映

されるのかを明確にすべき 

・一の案に決定する際の検討項目や判断基準を

できるだけ定量的に示すこととし、当該項目

や基準を協議会を活用して住民とともに作成

すべき 

 本ガイドラインでは、事業者、住民、地方公

共団体その他関係者が各々の役割を認識した上

で、責任を果たしつつも、事業の構想段階にお

いて事業に最終的な責任を負うのは事業者であ

ることから、事業者が次の計画段階に入るべき

かの判断を住民等の意向を十分に把握しつつ行

っていくための住民参加手続きを示しておりま

す。事業者による一の案の決定は、施設の位置

や規模等の基本的な諸元を決める等その後の計

画策定や事業の実施の前提、又は、事業を行わ

ないことを決めるものであり、その決定につい

て、あるいは、決定に至るまでに提供した情報

の内容について、事業者は、住民等にどのよう

に説明し、住民等のどのような意向を把握し、

どのように一の案に反映したのか説明責任を果

たすことが必要となります。事業者が必要な住

民参加手続きを行った上で一の案の決定を行う

こととするよう、事業者は、「住民参加手続きを

経て、一の案に決定」することとします。 

また、住民等に意見を聴く際には、事業者

は、複数案について、比較検討が可能となるよ

う、できるだけ定量的なデータを含めそのメリ

ット、デメリット等を分かりやすく示すことと

しており、これらの情報を基にした住民等の意

見、提案を十分に把握していきたいとと考えて

おります。 

なお、住民等は、事業に対し最終的な責任を

負うことになっていないことから、住民等が一

の案への最終決定を直接行うこととするのは困
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御意見の概要 御意見に対する考え方 
難であると考えております。 

（８）地方公共団体との連携、既存構想等との

整合性の確保 

 

・地方公共団体と調整するのみならず、合意ま

で得るべき 

 本ガイドラインの対象事業は、国土交通省所

管の直轄事業又は公団事業であるため、国土交

通省等の事業者が構想段階の事業の内容を判断

するものです。その際、当該事業が地域の社会

経済に影響を及ぼすものであることから、地方

公共団体の構想・方針等の内容との整合性の確

保を図ることが必要です。このため、地方公共

団体の理解と協力が得られるような調整を図っ

ていきたいと考えています。 

第５ 地方公共団体が実施する事業  

・「講じられることを期待する」ではなく、「要

請する」と強めの表記にすべき 

・「期待する」だけでなく、地方公共団体が住民

参加手続きを確立できるような支援体制を構

築すべき 

 地方分権の趣旨や、地方公共団体において独

自の住民参加の取組みが行われ成功している事

例も踏まえ、地方公共団体の実施する事業にお

いては、地域の実情に応じて、地方公共団体に

おいて主体性を活かした住民参加手続きが行わ

れることが基本となるものと考えています。こ

のため、本ガイドラインが地方公共団体を拘束

することとならないよう、「事業の規模等に応じ

て、本通知の趣旨に配慮した措置が講じられる

ことを期待する」こととするとともに、本ガイ

ドラインの配布や適用実例の周知等を行い、地

方公共団体の取組みを促進、支援していこうと

考えています。 

【ガイドラインの内容に関係するそのほかの意

見】 

 

（環境アセスメント）  

・計画段階での「環境アセスメント」を義務付

けし、さらにアセスへの住民の参加も義務付

けるべき 

・環境省が検討している戦略的環境アセスメン

トの導入との連携を図り、国土交通省と環境

省が共同で取り組むべき 

 本ガイドラインでは、複数案を提示する際、

各案の環境への影響も含め、住民等が判断する

上で必要な情報を公開、提供するよう配慮する

こととしており、住民等においては、環境への

影響も考慮して、意見等の提出を行うことが可

能です。上位計画や政策における環境への配慮

の仕組みについては、事業の特性に応じた具体

的な検討項目や調査・分析などの技術的手法等

を検討しているところであり、この検討成果を

反映させ、本ガイドラインの住民参加手続きで

提供される環境に関する情報も充実していきた

いと考えています。 

（上位計画や管理段階の住民参加）  

・事業の根拠となる上位計画・政策への住民参

加を義務づけるべき 

・施設管理において特定の町内会やＮＰＯ等の

利権につながらないよう、委託契約など透明

で公平なルールの下で行うべき 

 例えば、平成１５年度以降５ヶ年間の社会資

本整備の方向を示し、個別事業の上位計画と位

置づけられる社会資本整備重点計画について

は、計画案の作成に際し、パブリックコメント

により国民の意見を聴くこととしているところ

であり、国民のニーズを踏まえた内容の計画と

するよう努めています。また、管理段階におけ



 7

御意見の概要 御意見に対する考え方 
る住民等との協働作業については、特定の団体

のみを利することとならないよう、透明で公正

な手続きにより行っていきます。 

（情報公開）  

・ガイドラインを活用して行われている事業の

進捗状況、蓄積される具体的事例、各事業ご

とに整備されるガイドライン等をホームペー

ジで紹介すべき 

・国民から提出された意見を、コンピュータで

賛成、反対、代替に自動識別し、仕分けをし

て公表すべき 

 ガイドラインの整備・充実を進めるため、事

例の積み重ねを行うこととしていますが、これ

ら実績及び各事業ごとに整備・充実されるガイ

ドライン等については、各事業者、他省庁、地

方公共団体等の担当の参考にもなるよう、公開

していきたいと考えています。 

なお、いただく御意見は、事業に対する提案

など必ずしも単純に賛成、反対等に分類できる

ものではなく、ひとつひとつの御意見の内容全

体の趣旨を踏まえて対応したいと考えていま

す。 

 

そのほか、 

・公共事業の透明性、情報公開をさらに進めるべき 

・住民参加手続きが、公共事業のお墨付きというような形で、形骸化しないようにするべき 

・必要以上にお金のかかった公共事業はやめるべき。何が必要かを、住民等に意見を求め、きちん

と把握してから事業を行うべき 

など、本ガイドラインに対する直接の御意見ではありませんが、公共事業の進め方等に対する御意

見もいただいております。このような御意見も踏まえ、今後、透明性、公正性を確保した公共事業

の実施に努めてまいりたいと考えております。 

 

 


